
 
 

「労働安全衛生法等の一部を改正する法律等の施行等（化学物質等に係る表示及び文書交付制度の

改善関係）に係る留意事項について」（平成18年10月20日付け基安化発第1020001号）の新旧対照表 
 

改正後 改正前 

Ⅰ 化学物質等に係る表示制度の改善関係 

第１ 容器・包装等に表示しなければならない事

項 

 

１、２（略） 

 

３ 人体に及ぼす作用（法第５７条第１項第１号

ハ関係） 

（１）（略） 

（２）化学品の分類および表示に関する世界調和

システム（以下「ＧＨＳ」という。）に従った分

類に基づき決定された危険有害性クラス（可燃性

固体等の物理化学的危険性、発がん性、急性毒性

等の健康有害性及び水生環境有害性等の環境有害

性の種類）及び危険有害性区分（危険有害性の強

度）に対してＧＨＳ附属書３又は日本工業規格Ｚ

７２５１（ＧＨＳに基づく化学物質等の表示）（以

下「ＪＩＳＺ７２５１」という。）附属書Ａによ

り割り当てられた「危険有害性情報」の欄に示さ

れている文言を記載すること。 

なお、ＧＨＳに従った分類については、日本工

業規格Ｚ７２５２（ＧＨＳに基づく化学物質等の

分類法）（以下「ＪＩＳＺ７２５２」という。）

及び事業者向けＧＨＳ分類ガイダンス（平成２１

年度改訂版：平成２２年３月）（以下「事業者向

け分類ガイダンス」という。）を参考にすること。

また、ＧＨＳに従った分類結果については、独立

行政法人製品評価技術基盤機構が公開している

「ＧＨＳ分類結果データベース」、厚生労働省が

作成し公表している「ＧＨＳモデルラベル表示」

及び「ＧＨＳモデルＭＳＤＳ情報」等を参考にす

ること。 

（３）混合物において、混合物全体として有害性

の分類がなされていない場合には、含有する表示

Ⅰ 化学物質等に係る表示制度の改善関係 

第１ 容器・包装等に表示しなければならない事

項 

 

１、２（略） 

 

３ 人体に及ぼす作用（法第５７条第１項第１号

ハ関係） 

（１）（略） 

（２）化学品の分類および表示に関する世界調和

システム（以下「ＧＨＳ」という。）に従った分

類に基づき決定された危険有害性クラス（引火性

固体等の物理化学的危険性、発がん性物質、経口

急性毒性等の人健康有害性及び水生環境有害性等

の環境有害性の種類）及び危険有害性区分（危険

有害性の強度）に対してＧＨＳ附属書３又は日本

工業規格Ｚ７２５１（ＧＨＳに基づく化学物質等

の表示）（以下「ＪＩＳＺ７２５１」という。）

附属書Ａにより割り当てられた「危険有害性情報」

の欄に示されている文言を記載すること。 

なお、ＧＨＳに従った分類結果については、独

立行政法人製品評価技術基盤機構が公開している

「ＧＨＳ分類結果データベース」や中央労働災害

防止協会が公開している「ＧＨＳモデルラベル表

示」及び「ＧＨＳモデルＭＳＤＳ情報」等を参考

にすること。 

 

 

 

 

 

 

（３）混合物において、混合物全体として有害性

の分類がなされていない場合には、含有する表示

（別紙）



 

対象物質の純物質としての有害性を、物質ごとに

記載することで差し支えないこと。 

（４）（略） 

 

４（略） 

 

５ 標章（法第５７条第１項第２号関係） 

（１）混合物において、混合物全体として危険性

又は有害性の分類がなされていない場合には、含

有する表示対象物質の純物質としての危険性又は

有害性を表す標章を、物質ごとに記載することで

差し支えないこと。 

（２）（略） 

 

６（略） 

 

７ 注意喚起語（則第３３条第２号関係） 

（１）ＧＨＳに従った分類に基づき、決定された

危険有害性クラス及び危険有害性区分に対してＧ

ＨＳ附属書３又はＪＩＳＺ７２５１附属書Ａに割

り当てられた「注意喚起語」の欄に示されている

文言を記載すること。 

なお、ＧＨＳに従った分類については、ＪＩＳ

Ｚ７２５２及び事業者向け分類ガイダンスを参考

にすること。また、ＧＨＳに従った分類結果につ

いては、独立行政法人製品評価技術基盤機構が公

開している「ＧＨＳ分類結果データベース」や厚

生労働省が作成し公表している「ＧＨＳモデルラ

ベル表示」及び「ＧＨＳモデルＭＳＤＳ情報」等

を参考にすること。 

ただし、ＪＩＳＺ７２５２は、ＧＨＳに準じて

いるが、物理化学的危険性に関する分類について

は言及していないため、特に物理化学的危険性に

ついては、ＧＨＳ及び事業者向け分類ガイダンス

を参考にすること。 

（２）混合物において、混合物全体として危険性

又は有害性の分類がなされていない場合には、含

有する表示対象物質の純物質としての危険性又は

対象物質の純物質としての有害性を、各物質ごと

に記載することで差し支えないこと。 

（４）（略） 

 

４（略） 

 

５ 標章（法第５７条第１項第２号関係） 

（１）混合物において、混合物全体として危険性

又は有害性の分類がなされていない場合には、含

有する表示対象物質の純物質としての危険性又は

有害性を表す標章を、各物質ごとに記載すること

で差し支えないこと。 

（２）（略） 

 

６（略） 

 

７ 注意喚起語（則第３３条第２号関係） 

（１）ＧＨＳに従った分類に基づき、決定された

危険有害性クラス及び危険有害性区分に対してＧ

ＨＳ附属書３又はＪＩＳＺ７２５１附属書Ａに割

り当てられた「注意喚起語」の欄に示されている

文言を記載すること。 

なお、ＧＨＳに従った分類結果については、独

立行政法人製品評価技術基盤機構が公開している

「ＧＨＳ分類結果データベース」や中央労働災害

防止協会が公開している「ＧＨＳモデルラベル表

示」及び「ＧＨＳモデルＭＳＤＳ情報」等を参考

にすること。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）混合物において、混合物全体として危険性

又は有害性の分類がなされていない場合には、含

有する表示対象物質の純物質としての危険性又は



 

有害性を表す注意喚起語を、物質ごとに記載する

ことで差し支えないこと。 

（３）（略） 

 

８ 安定性及び反応性（則第３３条第３号関係）

（１）（略） 

（２）ＧＨＳに従った分類に基づき、決定された

危険有害性クラス及び危険有害性区分に対してＧ

ＨＳ附属書３又はＪＩＳＺ７２５１附属書Ａに割

り当てられた「危険有害性情報」の欄に示されて

いる文言を記載すること。 

なお、「ＧＨＳに従った分類結果」については、

独立行政法人製品評価技術基盤機構が公開してい

る「ＧＨＳ分類結果データベース」、厚生労働省

が作成し公表している「ＧＨＳモデルラベル表示」

及び「ＧＨＳモデルＭＳＤＳ情報」等を参考にす

ること。 

ただし、ＪＩＳＺ７２５２は、ＧＨＳに準じて

いるが、物理化学的危険性に関する分類について

は言及していないため、特に物理化学的危険性に

ついては、ＧＨＳ及び事業者向け分類ガイダンス

を参考にすること。 

（３）混合物において、混合物全体として危険性の

分類がなされていない場合には、含有する全ての表

示対象物質の純物質としての危険性を、物質ごとに

記載することで差し支えないこと。 
（４）（略） 

 

第２（略） 

 

Ⅱ 化学物質等に係る文書交付制度の改善関係 

第１ 文書交付等により通知しなければならない

事項 

 

１、２（略） 

 

３、（１）～（４）（略） 

（５）混合物において、混合物全体として危険性

有害性を表す注意喚起語を、各物質ごとに記載す

ることで差し支えないこと。 

（３）（略） 

 

８ 安定性及び反応性（則第３３条第３号関係）

（１）（略） 

（２）ＧＨＳに従った分類に基づき、決定された

危険有害性クラス及び危険有害性区分に対してＧ

ＨＳ附属書３又はＪＩＳＺ７２５１附属書Ａに割

り当てられた「危険有害性情報」の欄に示されて

いる文言を記載すること。 

なお、「ＧＨＳに従った分類結果」については、

独立行政法人製品評価技術基盤機構が公開してい

る「ＧＨＳ分類結果データベース」や中央労働災

害防止協会が公開している「ＧＨＳモデルラベル

表示」及び「ＧＨＳモデルＭＳＤＳ情報」等を参

考にすること。 

 

 

 

 

 

（３）混合物において、混合物全体として危険性の

分類がなされていない場合には、含有する全ての表

示対象物質の純物質としての危険性を、各物質ごと

に記載することで差し支えないこと。 
（４）（略） 

 

第２（略） 

 

Ⅱ 化学物質等に係る文書交付制度の改善関係 

第１ 文書交付等により通知しなければならない

事項 

 

１、２（略） 

 

３、（１）～（４）（略） 

（５）混合物において、混合物全体として有害性



 

の試験がなされていない場合には、含有する通知

対象物質の純物質としての情報を、物質ごとに記

載することで差し支えないこと。 
 

４ 人体に及ぼす作用（法第５７条の２第１項第

４号関係） 

（１）（略） 

（２）取扱者が化学物質等に接触した場合に生じ

る健康への影響について、簡明かつ包括的な説明

を記載すること。なお、以下の項目に係る情報を

記載すること。 

ア 急性毒性 

イ 皮膚腐食性・刺激性 

ウ 眼に対する重篤な損傷・刺激性 

エ 呼吸器感作性又は皮膚感作性 

オ 生殖細胞変異原性 

カ 発がん性 

キ 生殖毒性 

ク 特定標的臓器毒性－単回ばく露 

ケ 特定標的臓器毒性－反復ばく露 

コ 吸引性呼吸器有害性 

（３）（略） 

（４）混合物において、混合物全体として有害性

の試験がなされていない場合には、含有する通知

対象物質の純物質としての有害性を、物質ごとに

記載することで差し支えないこと 

（５）ＧＨＳに従い分類した結果、分類の判断を

行うのに十分な情報が得られなかった場合（以下

「分類できない」という。）、ＧＨＳで規定する

危険有害性クラスから外れている物理化学的危険

性及び健康有害性のため当該クラスでの分類の対

象となっていない場合（以下「分類対象外」とい

う。例えば、「○○性固体」という危険有害性ク

ラスは、常態が液体や気体のものについては分類

の対象とならない。）及び分類を行うのに十分な

情報が得られているものの、分類を行った結果、

ＧＨＳで規定する危険有害性クラスにおいて最も

低い危険有害性区分とする十分な証拠が認められ

の試験がなされていない場合には、含有する通知

対象物質の純物質としての情報を、各物質ごとに

記載することで差し支えないこと。 
 

４ 人体に及ぼす作用（法第５７条の２第１項第

４号関係） 

（１）（略） 

（２）取扱者が化学物質等に接触した場合に生じ

る健康への影響について、簡明かつ包括的な説明

を記載すること。なお、以下の項目に係る情報を

記載すること。 

ア 急性毒性 

イ 皮膚腐食性・刺激性 

ウ 眼に対する重篤な損傷・刺激性 

エ 呼吸器感作性又は皮膚感作性 

オ 生殖細胞変異原性 

カ 発がん性 

キ 生殖毒性 

ク 特定標的臓器・全身毒性－単回ばく露 

ケ 特定標的臓器・全身毒性－反復ばく露 

コ 吸引性呼吸器有害性 

（３）（略） 

（４）混合物において、混合物全体として有害性

の試験がなされていない場合には、含有する通知

対象物質の純物質としての有害性を、各物質ごと

に記載することで差し支えないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

なかった場合（以下「区分外」という。）のいず

れかに該当することにより、危険有害性クラス及

び危険有害性区分が決定されない場合は、ＧＨＳ

では当該危険有害性クラスの情報は、必ずしも記

載は要しないとされているが、「分類できない」、

「分類対象外」、「区分外」の旨を記載すること

が望ましい。 

また、発がん性の分類にあたっては、発がん性

が否定されること、又は発がん性が極めて低いこ

とが明確な場合を除き、「区分外」の判定は慎重

に行うこと。疑義があれば、「分類できない」と

すること。 

なお、記載にあたっては、事業者向け分類ガイ

ダンスを参考にすること。 

 

５～７（略） 

 

８ 危険性又は有害性の要約（則第３４条の２の

４第２号関係） 

 

（１）ＧＨＳに従った分類に基づき決定された危

険有害性クラス、危険有害性区分、絵表示、注意

喚起語、危険有害性情報及び注意書きに対してＧ

ＨＳ附属書３又はＪＩＳＺ７２５１附属書Ａによ

り割り当てられた絵表示と文言を記載すること。

なお、ＧＨＳに従った分類については、ＪＩＳ

Ｚ７２５２及び事業者向け分類ガイダンスを参考

にすること。また、ＧＨＳに従った分類結果につ

いては、独立行政法人製品評価技術基盤機構が公

開している「ＧＨＳ分類結果データベース」、厚

生労働省が作成し公表している「ＧＨＳモデルラ

ベル表示」及び「ＧＨＳモデルＭＳＤＳ情報」等

を参考にすること。 

ただし、ＪＩＳＺ７２５２は、ＧＨＳのうち、

物理化学的危険性に関する分類については、ＧＨ

Ｓ及び事業者向け分類ガイダンスを参考にするこ

と。 

（２）混合物において、混合物全体として危険性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５～７（略） 

 

８ 危険性又は有害性の要約（則第３４条の２の

４第２号関係） 

 

（１）ＧＨＳに基づく分類がなされた場合は、「危

険性又は有害性の要約」については、化学物質等

の有する危険性又は有害性の分類及びラベル要素

を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

又は有害性の分類がなされていない場合には、含

有する通知対象物質の純物質としての危険性又は

有害性を、物質ごとに記載することで差し支えな

いこと。 

（３）ＧＨＳに従い分類した結果、「分類できな

い」、「分類対象外」及び「区分外」のいずれか

に該当することにより、危険有害性クラス及び危

険有害性区分が決定されない場合は、ＧＨＳでは

当該危険有害性クラスの情報は、必ずしも記載を

要しないとされているが、「分類できない」、「分

類対象外」、「区分外」の旨を記載することが望

ましい。 

また、発がん性の分類にあたっては、発がん性

が否定されること、又は発がん性が極めて低いこ

とが明確な場合を除き、「区分外」の判定は慎重

に行うこと。疑義があれば、「分類できない」と

すること。 

なお、記載にあたっては、事業者向け分類ガイ

ダンスを参考にすること。 

（４）（略） 

（５）（略） 

 

９～１１（略） 

 

第２（略） 

 

第３ その他 

１ 日本工業規格Ｚ７２５０：２０１０（化学物

質等安全データシート（ＭＳＤＳ））（以下「Ｊ

ＩＳＺ７２５０：２０１０」という。）又は日本

工業規格Ｚ７２５０：２００５（化学物質等安全

データシート（ＭＳＤＳ））（以下「ＪＩＳＺ７

２５０：２００５」という。）に準拠した記載を

行えば、労働安全衛生法関係法令に規定する文書

交付等により通知しなければならない事項を満た

すこと。ただし、ＪＩＳＺ７２５０：２００５は

平成２７年１２月３１日に失効するので留意する

こと。なお、ＪＩＳＺ７２５０：２０１０につい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

（３）（略） 

 

９～１１（略） 

 

第２（略） 

 

第３ その他 

１ 日本工業規格Ｚ７２５０：２００５（化学物

質等安全データシート（ＭＳＤＳ））（以下「Ｊ

ＩＳＺ７２５０：２００５」という。）に準拠し

た記載を行えば、労働安全衛生法関係法令に規定

する文書交付等により通知しなければならない事

項を満たすこと。なお、ＪＩＳＺ７２５０：２０

０５については日本工業標準調査会のホームペー

ジ（http://www.jisc.go.jp/）において検索及び

閲覧が可能であること。 

 

 



 

ては日本工業標準調査会のホームページ

（http://www.jisc.go.jp/）において検索及び閲

覧が可能であること。 

 

おって、平成２２年１２月３１日までの間は日

本工業規格Ｚ７２５０：２０００（化学物質等安

全データシート（ＭＳＤＳ））（以下「ＪＩＳＺ

７２５０：２０００」という。）に準拠した記載

でも差し支えないこと。なお、ＪＩＳＺ７２５０：

２００５に「暫定措置として、２０１０年（平成

２２年）１２月３１日までの期間は、ＪＩＳＺ７

２５０：２０００で作成してもよい。」と記載さ

れていること。 

 

２ 日本工業規格Ｚ７２５１：２０１０（ＧＨＳ

に基づく化学物質等の表示）（以下「ＪＩＳＺ７

２５１：２０１０」という。）又は日本工業規格

Ｚ７２５１：２００６（ＧＨＳに基づく化学物質

等の表示）（以下「ＪＩＳＺ７２５１：２００６」

という。）に準拠した記載を行えば、労働安全衛

生法関係法令に規定する表示等により通知しなけ

ればならない事項を満たすこと。ただし、ＪＩＳ

Ｚ７２５１：２００６は平成２７年１２月３１日

に失効するので留意すること。なお、ＪＩＳＺ７

２５１：２０１０については日本工業標準調査会

のホームページ（http://www.jisc.go.jp/）にお

いて検索及び閲覧が可能であること。 

 

３ 事業者向け分類ガイダンスは経済産業省のホ

ームページで閲覧が可能であること。 

 

４ 表示及び化学物質等安全データシート（ＭＳ

ＤＳ）の記載にあたっては、邦文で記載するもの

とする。 

 

 

 

 

平成２２年１２月３１日までの間は日本工業規

格Ｚ７２５０：２０００（化学物質等安全データ

シート（ＭＳＤＳ））（以下「ＪＩＳＺ７２５０：

２０００」という。）に準拠した記載でも差し支

えないこと。なお、ＪＩＳＺ７２５０：２００５

に「暫定措置として、２０１０年（平成２２年）

１２月３１日までの期間は、ＪＩＳＺ７２５０：

２０００で作成してもよい。」と記載されている

こと。 

 

 

 




